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研究成果の概要（和文）： 

本研究の目的は、企業集団の財務報告基準に関連して、会計基準と基礎理論との矛盾および

企業実務の実態における問題から、現在進められている会計基準の国際的収斂が妥協の産物と

化しているか、また基礎理論との整合性および企業実務への適用可能性の両方のバランスをと

りながら会計基準を設定することが、投資者の意思決定に有用な情報提供に資することになる

ことかについて検討することにある。研究方法は、比較法学における研究方法に基づいて、規

範的方法論と記述的方法論を併用する。規範的方法では、会計理論に基づいて「あるべき会計

基準」を導いていく。記述的方法では、実務をもとに、事実に基づいて「会計基準の適用可能

性とその帰結」について考察する。このような研究の結果、本研究では、IFRSs の内容が、経

営者の裁量を介入させる可能性がある一方で、IFRSs の採用または収斂は利益の質を高め、価

値関連性も高めていることが明らかになった。その中でも、日本は、未だに IFRSs を採用して

いないが、日本の会計基準は、十分に IFRSsへの収斂を達成しており、EUおよびオーストラリ

アの企業の連結財務情報に比較して、利益の質が高く、かつ価値関連性も高いことが明らかに

なった。 
 
研究成果の概要（英文）： 
  The purpose of this study is to examine theoretical consistency and practical applicability 
focusing on the consolidated accounting standards. The convergence of accounting 
standards has been proceeding in the world. I focus on the conceptual framework, 
consolidated accounting standards, and financial reporting of listed companies in the 
European Union (EU) countries, Australia, and Japan. The conceptual framework of 
International Accounting Standards Board (IASB) adopted a group reporting entity 
concept and consolidated accounting standards had developed the control concept by the 
principles-based approach. I examined whether the consolidated accounting standard of 
IASB provides useful financial information to the information users by analysis of 
theoretical and empirical studies. The results of my study find that management discretion 
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will be intervened into decision-making of the scope of consolidation because bright lines 
are not required in the control concept. However, the international convergence of 
consolidated accounting standards increases the earnings quality and the increasing the 
earnings quality bring to the value relevance of consolidated financial reporting. 
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１．研究開始当初の背景 

 企業活動および資金調達の国際化のさら

なる発展は、企業買収・合併をグローバルな

レベルで生じさせ、連結財務情報をいっそう

重要なものとしてきた。また、大規模多国籍

企業の多くは、特別目的会社、特別目的事業

体(SPE)および変動持分事業体(VIE)と呼ば

れる組織を設立して、それらを不正な会計処

理に利用して、連結財務諸表の範囲から除外

した会計報告を行い、会計不信を生じさせて

きた。 

これらの経済環境の変化およびそれに伴

って生じる会計問題は、企業集団の経済活動

の実態表示を目的とした連結財務諸表が意

思決定に有用な情報を提供するために、国際

会計基準審議会(IASB)およびアメリカの財

務会計基準審議会(FASB)をはじめとして、各

国における会計基準の設定主体に対して、企

業結合会計基準および連結会計基準の改訂

を要請してきた。 

これらの会計基準では、SPC あるいは VIE

を連結の範囲に含めるための基準、持分プー

リング法の廃止、全部のれんと購入のれんの

選択適用（アメリカでは、全部のれんのみ）、

負ののれんの利益処理、少数株主持分の公正

価値測定と時価評価の選択適用（アメリカで

は公正価値測定のみ）、段階取得における会

計処理における時価評価等を規定した。しか

し、特に、SPC および VIE 当においては、依

然として連結の範囲に含まれることが少な

く、また、のれんおよび負ののれんの会計処

理があらわすように、会計基準の理論的整合

性および財務諸表を比較可能とするような

会計基準の国際的収斂は達成されていない。

企業活動が集団化している現状から、企業集

団の会計問題を解決することは喫緊の課題

である。 

これまで、企業結合会計に関する研究は、



 

 

欧米諸国において、1900年代前半より行われ

てきた。欧米諸国では、持株会社が早くから

容認されていたこととも関連して、企業集団

の財務報告として連結会計は企業結合会計

の一部に包含して考えられてきた。しかし、

日本では、企業結合会計と連結会計とは区別

して捉えられてきた。企業結合会計について

総合的に検討を行った著書としては、武田安

弘『企業結合の会計』白桃書房, 1982年の他、

黒川行治『合併会計選択論』中央経済社, 1999

年等が 

 本研究では、企業結合会計と連結会計が、

ともに企業集団の財務報告を扱った会計問

題として位置づけられることから、連結会計

を企業結合会計の一部として捉えて、企業集

団の財務報告制度について、理論研究および

実証研究によって、会計基準の国際的収斂と

の関わりから検討するものである。 

 
２．研究の目的 

 本研究の目的は、企業集団の財務報告基準

に関連して、会計基準と基礎理論との矛盾お

よび企業実務の実態における問題から、現在

進められている会計基準の国際的収斂が妥

協の産物と化しているか、また基礎理論との

整合性および企業実務への適用可能性の両

方のバランスをとりながら会計基準を設定

することが、投資者の意思決定に有用な情報

提供に資することになることかについて検

討することにある。 

研究対象は、IASBが進める IFRSs による会

計基準の国際的収斂との関わりから、企業集

団財務報告基準とされる企業結合会計基準

および連結会計基準に焦点を当てて、特に組

織および事業間における合併と買収および

支配力基準に基づいた連結財務諸表の作成

に関する問題とする。 

 

３．研究の方法 

 研究方法としては、比較法学における研究

方法に基づいて、規範的方法論と記述的方法

論を併用する。規範的方法では、会計理論に

基づいて「あるべき会計基準」を導いていく。

記述的方法では、実務をもとに、事実に基づ

いて「会計基準の適用可能性とその帰結」に

ついて考察する。 

下記図 1 のように、規範的方法は、概念フ

レームワークを会計理論と仮定して、「ある

べき会計基準」について演繹的に考察する。

概念フレームワークは、制度設計上の会計基

礎と考えられるが、会計基準間の整合性を考

える上で、会計理論として位置づける。 

記述的方法では、概念フレームワークと具

体的な会計基準の比較、各国の会計基準間の

比較を行うことに加えて、実際の企業の財務

数値の時系列的な動向、財務数値の変化と株

価変化に関するケース・スタディー、上場企

業を対象とした財務データと株価との実証

分析等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．研究成果 

 IASB がアメリカの FASB と共同で修正・構

築を進める概念フレームワークの検討では、

既存の各概念フレームワークが報告実体に

ついて検討を行っていないことから、報告実

体とはどのようなものかについて検討され

た。そこでは、企業活動が集団化して行われ

ていることから、個々の企業ではなく、企業

概念フレー

ムワーク 

会計基準 

財務報告 実証分析 

理論的整

合性分析 

図 1 



 

 

集団を報告実体とすることが望ましいと結

論づけられた。その際、企業集団の範囲をど

のように定めるかは、会計基準が定める問題

であるとして、概念フレームワークの中では

検討していない。 

支配概念については、連結会計基準の中で

検討が行われている。IASBが設定する国際財

務報告基準(IFRSs)では、これまで連結会計

について規定する国際会計基準第 27 号「連

結および個別財務諸表」と、特別目的事業体

に つ い て 規 定 す る 解 釈 指 針 書

(Interpretation SIC)第 12 号「連結－特別目

的事業体」において、矛盾した支配概念が規

定されていた。そこで、IASB は、2011 年に

それらを統合して、IFRS 第 10 号「連結財務

諸表」を公表して、支配概念の統一を行った。

IFRS 第 10 号が定める支配の定義は、以下の

3 つのすべてを満たした場合である。 

(1) 被投資企業に対するパワー 

(2) 被投資企業への関与から生じる変動す

るリターン 

(3) 被投資企業のリターンに影響を及ぼす

ために、被投資企業に対して力を使用

する能力 

IFRS 第 10 号は、これらの支配の有無の評

価を、被投資企業の目的とデザインについて

の検討により行うと規定している。しかしな

がら、このような支配の定義は、原則主義に

基づいた規定内容で、数値基準が定められて

いないことから、実務に適用する上では、経

営者の裁量が介入する余地が残されている

点が指摘された。 

IASB が会計基準の国際的統一化を進める

方 法 は 、 (1) 採 用 (adoption) （ 承 認

(endorsement) を 含 む ）、 (2) 収 斂

(convergence)、(3)共同作業による会計基準

の設定等に分類して説明される。これらの中

で、(1)採用（承認）はオーストラリア、EU

諸国において、(2)収斂は日本において、(3)

共同作業による会計基準の設定はアメリカ

において用いられてきた。 

アメリカでは、2011年 5月に証券取引委員

会(SEC)のスタッフによりコンドースメント

(con-dorsement)アプローチが提案された。

これは、アメリカの国内企業への IFRSsの強

制適用が遅れることを意味していることか

ら、すでに IFRSsを採用しているオーストラ

リアと EU 諸国の上場企業における連結財務

情報と、会計基準の国際的収斂を進める日本

の上場企業における連結財務情報に焦点を

当てて、IFRSs への統一が情報利用者の意思

決定を高めるか否かについて、資本コスト、

利益の質、価値関連性等の視点から、実証分

析を行った。 

実証分析の結果では、以下のことが明らか

になった。 

(1) 2009年度財務情報において、世界的に

リーマンショックの影響から、分析不

能な状況にある。 

(2) 資本コストに関して、2005年度前後で、

資本コストの下落が生じており、投資

者における要求利益率の減少がみられ

る。 

(3) 利益の質に関して、2005 年度前後で、

利益の質の向上が生じている。その中

でも、日本の利益の質が最も高い。 

(4) 価値関連性に関して、2005年度前後で、

価値関連性は若干高まっているが、統

計的に有意ではない。 

(5) 利益の質と資本コストの関係および利

益の質と価値関連性の関係では、利益

の質の向上が資本コストの下落に影響

を及ぼし、利益の質の向上が価値関連

性の向上に影響を及ぼしていることが

明らかになった。 

以上、企業集団の財務報告基準に関連した



 

 

一連の研究の結果、IFRSs の内容が、経営者

の裁量を介入させる可能性がある一方で、

IFRSs の採用または収斂は利益の質を高め、

価値関連性も高めていることが明らかにな

った。その中でも、日本は、未だに IFRSsを

採用していないが、日本の会計基準は、十分

に IFRSs への収斂を達成しており、EUおよび

オーストラリアの企業の連結財務情報に比

較して、利益の質が高く、かつ価値関連性も

高いことが明らかになった。 
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